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地域DX促進環境整備事業（業種等特化型DX促進事業）
 デジタル化が不可逆的に進展しており、⾮接触・リモート社会の構築に向けて、デジタル投資が加
速。デジタル技術の活⽤の成否が企業・産業の競争⼒に直結。

 地域企業・産業が、こうした動きに取り残されることなく、⽣産性を向上し、付加価値を⽣み出して
いくためには、デジタル技術を活⽤した業務・ビジネスモデルの変⾰（デジタルトランスフォーメーショ
ン（DX））を実⾏していくことが不可⽋。

 そのような中で、本事業を通じて、地域企業・産業での取組が遅れているDXを強⼒に推進し、地
域企業の⽣産性向上を加速させることを⽬的とする。

【①地域DX⽀援活動型】
地域の主⼒産業が抱える課題に精通した産学官⾦の関係者が⼀体となった⽀援コミュニ

ティを整備し、地域企業がDXを実現させるために必要な経営・デジタルに関する専⾨的知
⾒やノウハウを補完するための各種⽀援活動に要する費⽤を補助。

活動地域︓複数市町村
⽀援対象︓地域の主⼒産業に焦点
事業内容︓
(1)DX推進に向けた課題分析・戦略策定の伴⾛型⽀援
(2)サイバーセキュリティの強化に関する伴⾛型⽀援
(3)地域企業とITベンダー等とのマッチング⽀援
(4)⽀援ノウハウのコミュニティ内での共有・横展開の仕組みの構築
(5)その他、地域企業のDX推進に向けた活動

「業種特化型」コミュニティ
※令和４年度当初事業との違い
令和4年度当初の予算では、同様の⽬的で「北海道DX

推進協働体」事業を実施（詳細はP.4〜5参照）。

活動地域︓全道
⽀援対象︓制限なし
事業内容︓
DX戦略の伴⾛型⽀援、ITベンダーとのマッチング、サイバー
セキュリティ対策（Ｒ４補正事業で強化）、インボイスセミ
ナー等を実施

今般、予算措置された、「業種特化型」コミュニティでは、
地域の主⼒産業に焦点を当て、業種の特性に沿って、地
域の強みを⽣かした⽀援を⾏う。
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地域DX促進環境整備事業（業種等特化型DX促進事業）
②地域デジタルイノベーション実証型

地域の特性や強みとデジタル技術をかけあわせ、新たなビジネスモデルの構築を⽀援。
具体的には、５者以上の多数の地域企業がITベンダー等のデジタル企業と地域⾦融機関や
⼤学等研究機関、地域の商⼯団体、⺠間コンサルティング会社等の協⼒団体等と連携して
取り組む、新たなビジネスモデルの構築に向けた実証に要する費⽤を補助。

具体的な事業内容は以下のとおり。
i. ⾃社の将来的な収益源となる、地域の特性や強みとデジタル技術をかけあわせた新

たなビジネスモデル構築に向けた実証
ii. 構築したビジネスモデルを地域内外の企業等へ普及する活動

公募スケジュール ※あくまで現時点の想定のため、今後変更の可能性あり

 令和５年２⽉中旬頃〜３⽉中旬頃︓公募

 令和５年４⽉中旬頃︓採択者決定

 令和５年４⽉中旬頃〜令和６年２⽉末︓事業実施



 (⼀財)旭川産業創造プラザ
 (⼀社)北⾒⼯業技術センター

運営協議会
 (公財)釧路根室圏産業技術

振興センター
 (⼀財)さっぽろ産業振興財団
 (公財)とかち財団
 (公財)道央産業振興財団
 (公財)室蘭テクノセンター

地域⽀援機関

• 地域企業情報の
提供

• 地域企業への技
術的フォローほか
の協⼒

(公財)北海道科学技術
総合振興センター

 北海道
 札幌市
 北海道経済連合会

 (地独)北海道⽴総合研究機構
 (⼀社)北海道IT推進協会

北海道ITコーディネータ協議会

 (株)NTT東⽇本ｰ北海道

DX関係機関

 (⼀社)北海道機械⼯業会

 (⼀社)北海道⾷品産業協議会

地域業界団体
 (⼀社)
北海道商⼯会議所連合会
（道内42の商⼯会議所）

北海道商⼯会連合会
（道内152の商⼯会）

地域経済団体

北海道銀⾏

 (株)北海道共創パートナーズ
 (⼀社)北海道信⽤⾦庫協会

地域⾦融機関

北洋銀⾏

密な情報交換による的確な⽀援を選択・実施

 (独)中⼩企業基盤整備機構
北海道本部

 (公財)北海道中⼩企業総合
⽀援センター

中⼩施策機関

⽀援企業に⾝近な地域⽀援機関や業界団体の協⼒によるサポート・フォロー

 地⽅版IoT推進ラボ︓11⾃治体
 北海道“⾷”輸出産地⽀援プラットフォーム 「Do★⾷輸出Platform」

 北海道地域情報セキュリティ連絡 (HAISL)

他の施策等
 北海道経済産業局 「伴⾛型⽀援事業」

北海道電⼒(株)

事務局

北海道経済産業局

• 地域企業情報
の提供

• ⾦融視点から
のアドバイスほ
かの協⼒

• 地域企業情報の提供
• 地域企業へのフォローほか
の協⼒

• 業界状況や会員企業の
関連情報提供

• 専⾨的アドバイスほかの
協⼒

• 専⾨的アドバイス
やITベンダー紹介
ほかの協⼒

• 専⾨家派遣など
連携した施策展
開による効果的伴
⾛⽀援の実現

円滑な⽀援に向けた協⼒

補助

【参考】令和４年度「地域新成⻑産業創出促進事業費補助⾦（地域DX 促進活動⽀援事業）」 採択事業

各施策との連携した展開による相乗的⽀援の実現

運営WG

（ノーステック財団）

北海道DX推進協働体
※令和5年度からはノーステック財団の⾃主事業にて実施予定
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【伴⾛型⽀援】
DXの取組を検討・推進している企業に対して、専⾨家や⽀援機関による⽀援チームを
編成。原則、3回の訪問により、全道各地の13社に対して「DX戦略」の策定を⽀援中。
（1回⽬）現状のビジネスモデル・業務フロー把握、⾃社の課題の洗い出し 等
（2回⽬）⾃社の課題分析、変⾰に向けた⽅向性の抽出 等
（3回⽬）顧客価値向上の仮説を含めた 「DX戦略」の策定⽀援 等

【セミナーの開催】
①インボイス制度対応デジタルセミナーの開催
札幌国税局と連携して道内各地でセミナーを
開催。制度の概要、対応したITツールの活⽤
⽅法を解説するとともにIT導⼊補助⾦を紹介。
セミナーは、11⽉18⽇〜12⽉9⽇にかけて、
釧路市、帯広市、函館市、室蘭市にて開催済
み。年明けに札幌市でも開催予定。

【DXポータルWEBサイトの開設】
• 事務局であるノーステック財団
が、DXに関連した⽀援メニュー
や専⾨家、ITベンダー等を紹
介するポータルサイトを開設。

• 各種相談にも対応するほか、
協働体で⽀援した企業の取組
を紹介。

②サイバーセキュリティ対策
DXの推進とともに⾞の両輪として位置づけら
れる、サイバーセキュリティの啓発を⽬的として
2022年10⽉21⽇（⾦）にセミナーを開催。
サプライチェーン上のセキュリティに関する解説
（IPA）のほか、北海道電⼒及びNTT東⽇本
の対策事例を紹介。

【マッチング⽀援】
策定した「DX戦

略」を実現するために、
必要に応じてITベン
ダーとのマッチングを
⽀援。

【地域別ブロック会議の開催】
• 北海道経済産業局では、道内6か所（函館市、旭川市、
室蘭市、釧路市、帯広市、北⾒市）でブロック会議を開催。

• ⽀援案件の発掘、フォローアップ、地域特有の⽀援課題等
への対応を検討。

• また、複数箇所でインボイス制度、IT導⼊補助⾦活⽤等に
関するDX推進セミナーも開催。

【参考】 北海道DX推進協働体︓事業内容
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【参考】令和4年度地域新成⻑産業創出促進事業費補助⾦（地域デジタルイノベーション促進事業）採択⼀覧

【1次公募】
公募期間︓令和4年4⽉21⽇〜5⽉31⽇
採択︓12件

【2次公募】
公募期間︓令和4年7⽉8⽇〜8⽉16⽇
採択︓4件


